
九州間伐紙の普及を通じた林業の活性化等について
～山元還元の開始と普及促進～

１ 経緯

「国民が支える森林づくり運動」推進協議会（会長：九州森林管理局長）（以下「協議

会」と言います）は、平成18年度から、九州の間伐材を利用して、木材価格の低迷等に

より元気のない山村や地球温暖化防止への貢献を目指して、紙製品（九州間伐紙）の製

造、供給について協議してきました。

本年7月に開催された協議会総会において、課題となっていた森林所有者への還元額な

ど運動の基本となる仕組みが決定され、現在、本格的な普及活動を展開しています。

２ 還元金の支払い

紙商社（新生紙パルプ商事）が九州間伐紙「木になる紙」（コピー用紙）の販売量に応

じ、その製品重量1kg当たり5円（A4サイズ 1箱（2500枚入）51.25円）をプール

し、協議会会員である松下生活研究所を通じて山元に還元することとしています（別紙

1）。還元金の支払いに当たっては、松下生活研究所と森林組合等が協定を締結し、支払

い事務を円滑に行うこととしました。

本年、１０月までには、森林組合等1３機関（※）に対し、第1回目の還元金（9４６,

７６０円）の支払いを行っています。

（※）八女森林組合、八女地域木材共販森林組合連合会、鹿島嬉野森林組合、

佐賀県森林組合連合会、対馬森林組合、平戸市森林組合、小国森林組合、

おおいた森林組合、大野郡森林組合、竹田直入森林組合、別杵早見森林組

合、宮崎県森林組合連合会、鹿児島県森林組合連合会

（注）宮崎県森林組合連合会には今後支払い予定

３ 九州間伐紙の普及状況

協議会として、この紙を使うことにより、ほんの少しの負担で間伐を進め、地球温暖

化防止に貢献することを各方面の方々にお知らせし、調達に向けた協力依頼を行ってき

ました。

現在、６０千箱（納入量３０千箱）が供給（販売）されております。この運動にご理

解いただき、購入をいただいた者は（別紙２）のとおりです。

４ 今後の取組

協議会では、来年度の調達目標100万箱を目指し、引き続き積極的な普及活動を行う

とともに、間伐材チップの供給体制の整備に取り組むこととしています。
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（別紙１）



７月～１０月 「木になる紙」コピー用紙購入者一覧（順不同）
国 （独）森林総合研究所九州育種場

県 熊本県、宮崎県北部港湾事務所

市 伊万里市、佐伯市、えびの市

町 和水町、山都町、多良木町、美郷町、清武町、木城町

村 東峰村

教 筑紫野市立筑紫野小学校、中学校 、宮崎県立農業大学校、原田保育園、

育 光ヶ丘幼稚園、まくらざき保育園

東部林業事業協同組合、（株）西部林業、（有）対馬林業、（株）泉林業、

熊本南部林業協同組合、（有）平栄林業、球磨川流域林業事業協同組合、

（有）秋吉林業、井上林産（株）、高千穂国有林造林素材生産事業協同組

林 合、住友林業（株）日向山林事務所、日向地区林業協同組合、西都造林素

九 材生産協同組合、九州丸和林業（株）、飫肥造林（有）、諸県造林素材生

産事業協同組合、津曲林業、大成産業（株）、（有）延岡物産 、宮崎地区

業 国有林事業協同組合、（株）マルサン、都城地区林業協同組合、、日高勝

三郎商店、出水愛林（有）、上野物産（株）、大隅素材生産協同組合、三

好産業（株）、伊佐愛林（有）、（有）松山愛林、姶良地区素材生産事業協

同組合、大口地区素材生産造林事業協同組合

木 （株）伊万里木材市場、人吉素材流通センター、大成木材（株）、木脇産

材 業（株）、日南製材事業協同組合

（有）高橋建設、九州緑化施設（株）、大富建設（株）、前田産業（株）、

州 建 山口建設（株）、（株）山本組、国土防災技術（株）、（株）イチケン、（株）

菅政建設、（株）小倉建設、（資）七組、木田建設（株）、第一建設（株）、

設 （有）仁科産業、（資）木場組、（株）黒田土木工業所、丸宮建設（株）、

（株）坂下組、（株）児玉組、（株）森山肇組

（財）福岡県消費者協会、（株）森和、九州国有林関連団体等連絡協議会、

団 九州国有林林業生産協会、（社）熊本林業土木協会、（財）日本森林林業

体 振興会熊本支部、てるはの森の会、鹿児島県木材協同組合連合会、屋久島

環境文化村センター

森 佐賀県森林組合連合会、京都森林組合、菊池森林組合、小国町森林組合、

林 佐伯広域森林組合、西諸地区森林組合、耳川広域森林組合、児湯広域森林

組 組合、宮崎中央森林組合

合

国 （独）森林総合研究所東北支所

全 市 茨城市

国 団 清里の森自治会事務局、全国天然木化粧合単板工業協同組合連合会、（社）

体 日本森林技術協会、（社）大日本山林会、(財）林政総合調査研究所

※平成２１年１０月１５日現在で購入が確認できた企業・団体のうち、公表の了解を得たも

ののみ掲載しています。

※随時更新します。

（別紙２）




